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我が国の国際拠点空港の現状について
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１．国際航空輸送の現状等



我が国の国際航空旅客輸送の動向

アジアの経済発展・国際観光交流の増大とともに、今後も国際航空旅客需要は増加の見込み。
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（ 年度 ）

地方空港 530万人（10.0％）

成田国際空港・東京国際空港
3,148万人（59.4％）

平成１４年度時点での
需要予測値

6,750万人

平成１４年度時点での
需要予測値

8,660万人

関空開港
（Ｈ6.9）

成田開港
（Ｓ53.5）

国際航空旅客数の推移（単位：万人）

関西国際空港 1,114万人（21.0％）

注） 関西国際空港開港以前は、大阪国際空港における旅客数を示す。

中部国際空港・名古屋空港
506万人（9.6％）

中部開港
（Ｈ17.2）

5,298万人

（万人）
観光立国の実現

６７３万人、１１２億ドル

１,７４０万人、３８１億ドル

アンバランス

２０１０年に訪日外国人旅行者数を

倍増の１，０００万人に

（2005年）（2004年 ）

※

※

※

世界観光機関（WTO）資料及び
総合政策局観光部資料 より

平成1７年度
旅客数合計

イラク戦争
ＳＡＲＳ

（H15.3～4）

アメリカ同時
多発テロ
（H13.9）
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注） 関西国際空港開港以前は、大阪国際空港における貨物量を示す。

2419
Ｓ Ｈ

平成１４年度時点での

需要予測値

386万㌧

平成１４年度時点での

需要予測値

481万㌧

国際航空貨物量の推移（単位：万㌧）

品目別航空化率

貨物全体 事務用機器 映像機器 半導体等電子部品

輸出 輸入

20.8
16.1

1.1

※棒グラフ内の数字は、輸出入額（兆円）
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0

（平成１７年度）

地方空港 10.1万㌧（3.1％）

成田国際空港・東京国際空港
211.9万㌧（66.5%）

318.8万㌧

関西国際空港 74.9万㌧（23.5％）

中部国際空港・名古屋空港 21.9万㌧（6.9％）

中部開港
（Ｈ17.2）

（万トン）

日本関税協会「外国貿易概況」より航空局作成

平成1７年度
貨物取扱量合計

我が国の国際航空貨物輸送の動向

経済のグローバル化に伴い、高付加価値製品を中心に、我が国経済を支える国際航空貨物は増加の見込み。

関空開港
（Ｈ6.9）

成田開港
（S53.5）

米国港湾スト（H16秋）及びアテネ
オリンピックによる特需とその反動減

アメリカ同時
多発テロ
（H13.9）

2



旭川札幌

函館

秋田

羽田

宮崎

鹿児島

福岡 松山

那覇

宮古

石垣

関西国際空港

女満別

： ２００６年８月現在就航している都市

就航先（国内線）

札幌

仙台

伊丹

福岡

広島

： ２００６年８月現在就航している都市

小松

中部 成田国際空港

就航先（国際線）就航先（国際線）

関西国際空港
成田国際空港

就航都市 ： 札幌 小松 仙台 中部
大阪 広島 福岡

７７都市都市 １１１９１９便／週便／週
※２００６年８月現在

就航先（国内線）

※２００６年４月現在

３６カ国、２地域３６カ国、２地域
（（９７９７都市）都市） １６４８１６４８便／週便／週

※２００６年夏ダイヤ

２９２９カ国、２地域カ国、２地域
（（７１７１都市）都市） ７１０７１０便／週便／週

※２００６年夏ダイヤ

アメリカ カナダ

イギリス フランス ドイツ オランダ
イタリア スウェーデン フィンランド
ロシア ウズベキスタン カザフスタン

韓国 中国 （台湾）（香港）
ベトナム タイ フィリピン
シンガポール インド
ネパール インドネシア
マレーシア モンゴル

オーストラリア
ニュージーランド

イギリス フランス ドイツ オランダ
オーストリア イタリア デンマーク
スイス フィンランド ロシア
ウズベキスタン

韓国 中国 （台湾）（香港）
モンゴル ベトナム タイ
フィリピン シンガポール
インドネシア マレーシア
バングラディッシュ インド
パキスタン スリランカ
モルディブ

エジプト イラン トルコ

オーストラリア フィジー
ニュージーランド
パプアニューギニア

アメリカ カナダ
メキシコ ブラジル

成田国際空港

：２００６年８月現在就航している都市

中部国際空港

旭川

釧路

女満別

札幌

函館

青森

秋田

花巻

仙台

新潟

成田
米子

徳島松山福岡

長崎 大分

宮崎

鹿児島

那覇

熊本

石垣

中部国際空港

福島

※２００４年７月現在

中部国際空港

アメリカ

オーストラリア

韓国 中国 （台湾）（香港）
タイ フィリピン マレーシア
シンガポール インドネシア

ベトナム

就航先（国内線）

就航先（国際線）

１１８８カ国、２地域カ国、２地域
（（４２４２都市）都市） ３６０便３６０便／週／週

※２００６年夏ダイヤ

就航都市 ： 稚内 札幌 女満別 釧路 旭川
函館 青森 秋田 花巻 仙台
福島 新潟 成田 米子 徳島
松山 福岡 大分 長崎 熊本
佐賀*宮崎 鹿児島 那覇 石垣

*佐賀/中部の定期貨物便を含む
２５都市都市 ６７９６７９便／週便／週

※※２００６年８月現在２００６年８月現在

福島

花巻

イギリス ドイツ オランダ
フランス ノルウェー ロシア
フィンランド

アラブ首長国連邦
エジプト アラブ首長国連邦
カタール トルコ

（なお、台湾及び香港は地域としてカウントしている。）

佐賀

稚内

釧路

帯広

福江
高知

就航都市 ： 稚内 札幌 釧路 女満別
旭川 帯広 函館 花巻
秋田 福島 高知 羽田*
松山 福岡 福江 鹿児島
宮崎 那覇 宮古 石垣

*関空/羽田の定期貨物便を含む

２０２０都市都市 ４１６４１６便／週便／週
※※２００６年８月現在２００６年８月現在

稚内

国際拠点空港における国際・国内ネットワークの現状
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関西国際空港



航空旅客数航空旅客数 52,969,27852,969,278人人
（前年度比2.1％増）

航空貨物量航空貨物量 3,372,4033,372,403トントン
（前年度比0.3％増）

航空機発着回数航空機発着回数 336,070336,070回回
（前年度比5.6％増）

我が国の国際線シェア（旅客数、貨物量、発着回数）

成田空港成田空港
30,182,47130,182,471人人
57.0%57.0%
(58.5%)(58.5%)

成田空港成田空港
2,236,346t2,236,346t
66.3%66.3%
(68.3%)(68.3%)

成田空港成田空港
175,292175,292回回
52.2%52.2%
(54.8%)(54.8%)

関西空港関西空港
11,139,33611,139,336人人
21.0%21.0%
(21.6%)(21.6%)

関西空港関西空港
72,24872,248回回
21.5%21.5%
(22.7%)(22.7%)

関西空港関西空港
800,555t800,555t
23.7%23.7%
(24.4%)(24.4%)

中部空港中部空港
5,056,9125,056,912人人
9.5%(8.3%)9.5%(8.3%)

中部空港中部空港
233,058t233,058t

6.9%(4.3%)6.9%(4.3%)

中部空港中部空港
36,39436,394回回
10.8%(7.7%)10.8%(7.7%)

福岡福岡 60,155t60,155t

1.8%(1.8%)1.8%(1.8%)

福岡福岡
16,19616,196回回
4.8%(4.9%)4.8%(4.9%)

福岡福岡
2,173,6922,173,692人人
4.1%(4.3%)4.1%(4.3%)

羽田羽田 1,301,1761,301,176人人

2.5%(1.6%)2.5%(1.6%)

新千歳新千歳 627,124627,124人人

1.2%(1.1%)1.2%(1.1%)

その他その他 2,488,5672,488,567人人

4.7%(4.4%)4.7%(4.4%)

その他その他 42,289t42,289t

(1.3%(1.2%)(1.3%(1.2%)
羽田羽田

6,0266,026回回
1.8%(1.3%)1.8%(1.3%)

その他その他 24,61024,610回回

(7.3%(7.0%)(7.3%(7.0%)

新千歳新千歳 5,3045,304回回

1.6%(1.6%)1.6%(1.6%)

※※０５年度実績に基づく。（０５年度実績に基づく。（ ）内は０４年度のシェア。）内は０４年度のシェア。
また、中部空港の０４年度シェアは、中部空港及び名古屋空港における０４年度シェアの合計。また、中部空港の０４年度シェアは、中部空港及び名古屋空港における０４年度シェアの合計。
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成田空港、関西空港、中部空港の国際線発着便数の現状
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二国間航空交渉において合意された輸送力・地点に基づいて、本邦企業、外国企業はそれ
ぞれの空港における便数を決定する。便数は新規開港空港を中心に増加してきている。

※円グラフは２００６年夏期の各空港における本邦社、外国社の週間発着回数のシェアをまとめたもの

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

19
94
19
95
19
96
19
97
19
98
19
99
20
00
20
01
20
02
20
03
20
04
20
05
20
06

便／週

5



３県 ：愛知、岐阜、三重

９県 ：愛知、岐阜、三重、静岡、長野、富山、

石川、福井、滋賀

２府４県 ：大阪、京都、兵庫、滋賀、奈良、和歌山

２府７県 ：大阪、京都、兵庫、滋賀、奈良、和歌山、
福井、三重、徳島

１都３県 ：東京、神奈川、千葉、埼玉

１都７県 ：東京、神奈川、千葉、埼玉、茨城、栃木、
群馬、山梨

国 名 国（域）内ＧＤＰ（兆円） 人口（万人）

アメリカ １，３７３

５３９

３２２

２５０

２４２

２０２

１５４

１３３

１２２

１１４

８０

８０

７９

７７

７１

４８

日本

２９，８２１

１２，７６９

８，２６９

５，９６７

６，０５０

５，８０９

３，４２０

３，０１１

４，３０６

３，２２７

１０，７０３

４，７８２

２，０８９

２，０１６

ドイツ

イギリス

フランス

イタリア

首都圏

近畿圏（２府４県）

１，６３０

１，１１７

ニューヨーク圏

スペイン

カナダ

メキシコ

韓国

オーストラリア

オランダ

中部圏（３県）

１都３県 １５４ ３，４２０

１都７県 １８３

７９

９２

４８

９０

近畿２府４県

４，２１２

２，０８９

２，４３９

１，１１７

関西２府７県

東海３県

中部圏 ２，１６７

為替レート ： １ドル＝１１７．６円換算

[出 典]

海外人口 ：総務省世界の統計（２００５年値）

海外ＧＤＰ ：OECD National Accounts（２００４年値）

国内人口 ：総務省人口推計年報（２００４年値）

国内ＧＤＰ ：内閣府県民経済計算（２００３年値）

ﾆｭｰﾖｰｸ人口 ：The World Gazetteer（２００４年値）

ﾆｭｰﾖｰｸＧＤＰ ：Bureau of Economic Analysis資料 （U.S DOC）
（２０００年値）

首
都
圏

中
部
圏

ﾆｭｰﾖｰｸ圏 ：ﾆｭｰﾖｰｸ州、ﾆｭｰｼﾞｬｰｼﾞｰ州

近
畿
圏

三大都市圏の後背圏

我が国の３大都市圏の人口・経済規模は世界の先進国と比肩するレベル。
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成 田

関 空

シンガポール

４０００ｍ

３５００ｍ

４０００ｍ
４０００ｍ

（２５００ｍ）
４０００ｍ
２１８０ｍ

整備中
供 用

発着
回数

滑走路

凡 例

上海（浦東）

仁 川

３７５０ｍ
３７５０ｍ

４０００ｍ

※ 国土交通省、ＩＣＡＯ、ＡＣＩ、各空港ＨＰ等の資料に基づき航空局作成。

中 部

２０．２
万回

２０．４
万回

１６．１
万回

国内線

国際線

旅客数（万人）

４２０

６３４

１，０５４

１，０５１

５０７

１，５５８

２，７０５

１１２

２，８１７

２，５５９

４６

２，６０５

１，４５６

８９９

２，３５５

香 港

３８００ｍ
３８００ｍ

２５．９
万回

３，９８０

３，９８０

３，０７２

３，０７２

北京首都

３４．２
万回

３８００ｍ
３２００ｍ

３８００ｍ

４，１０１

９４０

３，１６１

２１．０
万回

新広州

３８００ｍ
３６００ｍ

３８００ｍ
２，０２３

３１７
２，３４０

１８．５
万回

１０．８
万回

３４００ｍ

４０００ｍ

３５００ｍ

※ 発着回数及び旅客数についてはＡＣＩデータ２００５（１～１２月）。

※３本目の滑走路を‘０８年までに整備予定
※３本目の滑走路を‘０７年までに整備予定

※３本目の滑走路を‘０８年までに整備予定

９．０
万回

３８００ｍ

※実績は２～１２月までの値

アジア各国における国際拠点空港の整備状況

東アジア地域で複数の滑走路を有する大規模空港が次々に整備される中、我が国も国際競争力向上の観点から国
際拠点空港の整備推進が重要。

※２本目の滑走路を‘０９年度までに延長予定

※２本目の滑走路を‘０７年夏までに整備予定

※３本目の滑走路を‘１０年までに整備予定
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２．成田空港、関西空港、中部空港の現状、経緯等



成田国際空港の現状

○ 成田国際空港の需要は順調に伸びており、現時点では処理容量の限界に近づきつつある状況。
○ 世界各国のエアラインから新規乗り入れ、増便を強く要求されるも、これらに応えられない状況。
○ 本来計画の実現には空港用地に残る９件の未買収地(うち敷地内居住者２戸)の取得が必要だが、見通しは立たない。

輸送・発着枠の実績及び将来予測
（平成１４年度航空分科会需要予測値）

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

H２ H７ H12 H17 H19 H22 H24

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
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発着回数

○ 平成１８年９月現在、３８カ国２地域より６７社が成田空港へ
乗り入れている。
○ なお、新たに乗り入れや増便を希望する国、企業も多い。

（参考）我が国への新規協定締結申入れ国は４０カ国。

乗り入れ企業について

未買収地の現状

13.5万回

20万回

22万回

19.5万回

24.3万回

（回） （万人）

発着枠

旅客数

敷地内居住者 (元小川派 1戸)

敷地内居住者 (北原派 1戸)
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成田国際空港のこれまでの経緯

○昭和４１年７月、新東京国際空港の設置及び管理を行う新東京国際空港公団として設立。
○昭和５３年５月、新東京国際空港が開港。
○平成１４年１２月、行政改革に係る閣議決定において、「完全民営化に向けて（中略）特殊会社にする」と整理。
○平成１６年４月、公団を政府全額出資の特殊会社化し、成田国際空港株式会社が設立。

昭和４１年 「新東京国際空港の位置及び規模について」閣議決定／新東京国際空港公団設立

昭和４６年 第一次、第二次代執行（東峰十字路事件にて警官３人死亡）

昭和５３年 極左暴力集団による管制塔襲撃（３月）／ 「新東京国際空港の安全確保に関する緊急措置法」公布

昭和５３年 「特定空港周辺航空機騒音対策特別措置法」公布

昭和５３年 新東京国際空港開港（５月）

昭和６２年 「新東京国際空港の安全確保に関する緊急措置法」に基づき木の根団結砦を除去

昭和６３年 極左により千葉県収用委員会会長襲撃され重傷 収用委員全員辞任

平成３年 成田空港問題シンポジウム（～平成５年まで計１５回開催）

平成４年 第２旅客ターミナルビル供用

平成５年 成田空港問題円卓会議（～平成６年まで計１２回開催）

平成８年 運輸省「今後の成田空港と地域との共生、空港整備、地域整備に関する基本的考え方」を発表

平成１０年 運輸省・空港公団「地域と共生する空港づくり大綱」発表

平成１１年 平行滑走路の２０００年度完成目標断念を公表

平成１１年 暫定平行滑走路の整備を含む「成田空港の平行滑走路の建設について」を公表／暫定平行滑走路の工事に着手

平成１４年 暫定平行滑走路供用開始

平成１５年 「成田国際空港株式会社法」公布

平成１６年 新東京国際空港公団解散、成田国際空港株式会社発足

平成１７年 大臣から北伸案による平行滑走路２５００ｍ化の指示

平成１７年 着陸料等の空港使用料金の引き下げを実施

平成１８年 第１旅客ターミナルビル全改修工事終了／北伸による平行滑走路２５００ｍ化の工事に着手

成田空港問題等の経緯
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成田国際空港の整備

国際航空需要の増大に対処し、我が国の国際交流拠点としての機能を確保するため、2009年度末の完成を目指し北
伸による平行滑走路の2,500m化の整備を推進、発着枠を２２万回に拡大するとともに、エプロンの拡充や旅客ター
ミナルビルの能力増強、物流施設の機能向上、環境対策・共生策等を推進する。

１．平行滑走路の機材制約の緩和

暫定平行滑走路(2180m) 2500m平行滑走路

ジャンボ機等の利用 利用不可 利用可能

離陸機の目的地 東南アジア周辺どまり 米国西海岸まで可能

２．成田空港の発着可能回数の増大

暫定平行滑走路(2180m) 2500m平行滑走路

年間発着可能回数 ２０万回 ２２万回

整備計画の概要

未買収地を避けて既に用地取得済みの北側に滑走路を延長

【スケジュール】

06年9月11日 許可

9月15日 着工

09年度末 供用開始予定

整備効果

北
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羽田空港は、航空需要の増加から発着能力が既に限界

⇒発着容量の制約によるボトルネックの解消が急務

⇒再拡張事業の早期実施が必要

再拡張により発着容量が１．４倍増加

《１１．１万回／年（１５２便／日に相当）増加）》

〔現行（H17.10.1～）〕

３０便／時間
２９．６万回／年

《405便/日(810回)に相当》

〔再拡張後〕

４０便／時間
４０．７万回／年

《557便/日(1114回)に相当》

【羽田空港再拡張概略図】

Ｎ
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【再拡張の意義】

発着回数の増加は、管制の安全確保等を図りつつ段階的に実施

整備概要

貨物ﾀｰﾐﾅﾙ地区

貨物ﾀｰﾐﾅﾙ地区 旅客ﾀｰﾐﾅﾙ地区
整備地区

給
油
地
区

国際線地区整備事業
（ＰＦＩ事業）

埋立部

3120m

埋
立
部

2020m
桟
橋
部

1100m

多
摩
川
河
口
法
線

滑走路整備事業

滑走路平行方向断面図

東京国際空港（羽田）再拡張事業の推進

【滑走路新設】 【環境ｱｾｽﾒﾝﾄ関係】 【関係者間調整】

H17．
4月～

Ｈ21末

現 地 着 工
・航路移設工事（浚渫）
・滑走路島建設工事
・保安・付帯施設工事

供 用 開 始

H17．
3．29

実施設計

15社JVと契約
（埋立・桟橋組合せ工法にて決定）

評価書の
手続き完了
(H18.7.19)

漁業者との
調整

【国際線地区ＰＦＩ】

実施方針の策定・公表
(H17.4.15)

特定事業の評価、選定、
公表(H17.6.29)

事業者の募集
(H17.7.29)

ＳＰＣとの契約締結
エプロン等：H18.3.24
旅客・貨物ターミナル

：H18.7.7

設計、工事航空保安施設整備
ﾌﾗｲﾄﾁｪｯｸ

旅客ターミナル
貨物ターミナル
エプロン等

《平
成

年
度
》

16

現地着工までに手続終了

方法書の
手続き終了

準備書の
手続き終了

公有水面
埋立承認
出願
(H18.6.1）

桟橋部

1．発着容量の制約の解消

2．多様な路線網の形成・多頻度

化による利用者利便の向上

3．航空市場における真の競争を

行わせるための環境整備

4．都市の国際競争力強化
（都市再生）

5．地域交流の促進、地域経済の

活性化
スケジュール

《平
成

年
度
》

17

《平
成

年
度
以
降
》

18
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南側連絡誘導路

滑走路(4,000m)

平行誘導路１本

・平成16年12月の財務・国土交通両大臣間合意において二期事業に

ついては、施設整備を２本目の滑走路の供用に必要不可欠なものに限定し、

19年の「限定供用」に向けて整備を進めることが決定（右図）。

・同合意において、平成19年度発着回数13万回程度、20年度13.5万回程度の

需要の確保に向けて取り組むこととされている。

・先送りした事業は、限定供用後の需要動向、会社の経営状況等を見つつ行う。

・２本目の滑走路の供用開始日については、平成19年８月２日と発表。

当面、平行滑走路、平行誘導路１本、南側連絡誘導路（着色部）だけを整備、供用。
限定供用について

関空の発着回数推移 関空の国際線便数推移

国内 国際

○地元の経済界、自治体、関係業界に加え、国土交通省も参画した上で、『関空利用促進本部』を平成17年３月に設置。

○平成17年には563社であった「関空利用促進宣言」の賛同企業は、現在、1266社にまで拡大。

○平成17年度に５億円の事業費で開始した「集客・利用促進事業」を18年度から７億円に拡充。

○本年６月11日（日）に開催された関空利用促進本部において、出張規程の見直しを含む「関空利用促進活動強化に関する決議」を採択。

関空の利用促進

関空の国内線便数推移
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伊丹空港 関西空港

関西国際空港の概要

711
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関西国際空港のこれまでの経緯

●昭和59年10月 関西国際空港の設置及び管理を行う関西国際空港株式会社として設立。
●平成６年９月 関西国際空港が開港。
●平成８年５月 関西国際空港株式会社法の一部を改正する法律を公布、施行（二期事業について「上下主体分離方

式」を決定）。
●平成16年12月 2007年二期限定供用に向けた施設整備について、国土交通・財務両大臣間で合意

関西国際空港の経緯

昭和44年12月 伊丹空港周辺住民が、航空機の離発着の禁止及び損害賠償を求め、大阪地裁へ訴訟提起
（第一次訴訟。以後第５次訴訟（昭和57年）まで訴訟が続く。）

昭和46年10月 運輸大臣、航空審議会に「関西国際空港の規模及び位置」を諮問
昭和49年８月 航空審議会、運輸大臣に「関西国際空港は、大阪国際空港の廃止を前提として、その位置及び規模

を定める」「泉州沖が最適」と答申
昭和59年６月 関西国際空港株式会社法を公布、施行
昭和59年１月 泉州沖案について、地元３県（大阪府、兵庫県、和歌山県）の同意
昭和59年10月 関西国際空港(株)設立
平成６年９月 開 港
平成７年12月 平成８年度予算政府原案において、関西国際空港二期事業着手決定
平成８年５月 関西国際空港株式会社法の一部を改正する法律を公布、施行（「上下主体分離方式」の位置付け）
平成11年７月 大阪府埋立認可、二期事業現地着工
平成13年８月 地元と国土交通省が二期事業スキームの見直し案を公表
平成13年12月 財務大臣・国土交通大臣が二期事業スキームの見直し案について合意
平成14年12月 財務大臣・国土交通大臣が関空会社における経営改善努力、利用促進策の実施、二期事業の取扱い

及び新たな補給金制度の創設と政府保証の拡充について合意
平成15年３月 関西国際空港（株）が経営改善計画を公表
平成16年12月 2007年二期限定供用に向けた施設整備について、国土交通・財務両大臣間で合意
平成18年４月 関西国際空港（株）が関空新中期計画を公表
平成19年８月 二期限定供用開始予定

13



役割分担の考え方

関西国際空港 ＝

大阪国際（伊丹）空港 ＝ 関西圏の国内線の基幹空港

神 戸 空 港 ＝

中長期的な関西経済圏の発展の姿を踏まえ、増大が見込まれる
航空需要に対し基幹的な役割を果たす関空を中心とした関西３空
港の役割の明確化、連携の推進について検討が必要

◎関空：国際拠点空港の着実な整備・活用
・国際線及び際内乗継ぎ向上等のための国内線の充実
・２期事業の着実な整備

◎伊丹：在り方の見直し
・騒音の軽減（ジェット枠のプロペラ枠への転換、ジャンボ機等
の高騒音機の機材制限、長距離路線の就航制限等）
・環境対策費の負担の適正化（平成15年度予算で措置）
・空港整備法上の位置付けの見直し

◎神戸：後背圏の航空需要に対応するとともに、神戸市以西
の需要に対して伊丹空港の容量制約を緩和し、利用
者利便を向上

今後の検討の視点
関西圏全体の需要予測と空港容量の関係

注）関西圏全体の航空需要予測値には、伊丹空港のプロペラ機の発着回数を含む。

関西３空港と主要都市の人口

２００５（H17)年度 神戸空港供用開始 関空２期供用開始

伊丹

関空

13万回
（滑走路１本での現実的な処理能力）

2万回程度 2万回程度神戸

関空
∥

伊丹、神戸
の受け皿

神戸空港

伊丹空港
神戸市
約150万人

京都市
約160万人大阪北部

約170万人

大阪東部
約200万人大阪市

約260万人

大阪南部
約240万人

兵庫県東部
約170万人

兵庫県西部
約190万人

関西国際空港

関西圏全体の航空需要予測
2002年度 2005年度 2012年度（予測）

２１．５万回 → ２４．８万回 → ２８．９万回
（速報値）

発着回数 ２４．８ 万回（速報値）

国際

国内

和歌山市及びその周辺 約85万人

関西圏全体

国際

国内

満杯ほぼ
満杯

満杯 満杯 満杯

１１．３ 万回

ピーク時は
満杯

ピーク時
は満杯

１３．２ 万回（速報値）

西日本を中心とする国際拠点空港
関西圏の国内線の基幹空港

神戸市及びその周辺の
国内航空需要に対応する空港

・2007年限定供用に向けた二期事業の着実な推進
・関空会社の一層の経営改善努力
・関空における集客・利用促進・就航促進に向けた更なる努力

・運用枠数見直し・高騒音機材制限による騒音の軽減
（2005.4.1より）
・環境対策事業費の見直し
（運用枠数見直し後の調査結果による区域見直し等）
・環境対策費の利用者負担制度導入（特別着陸料）
（2005.10.1より）
・空港整備法上の位置付けの見直し

2007年度
13万回程度

2008年度
13.5万回程度

2万回程度

関西三空港（関空、伊丹、神戸）
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中部国際空港の概要

愛知万博に係る特需等を背景に、平成１７年度においては国際航空旅客は対前年比約３割増、国際航空貨物は同約13割増など、
旅客、貨物とも国際線を中心に利用状況は好調であったが、平成１８年度に入り需要の伸びは鈍化。

※中部国際空港（株）公表資料及び空港管理状況調書より作成 ※ 旧名古屋空港については、愛知県の設置、管理となり、県営化後はコミューター航空や小型航空機等が利用している。
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事業の概要
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中部国際空港のこれまでの経緯

昭和60年12月 岐阜、愛知、三重の３県と名古屋市及び地元経済界により、（財）中部空港調査会設立、調査開始

平成元年３月 岐阜、愛知、三重の３県と名古屋市の首長懇談会で候補地を伊勢湾東部海上（常滑沖）とすることで

合意

平成３年11月 第６次空港整備５箇年計画の航空審議会答申で、将来における航空需要を勘案し、関係者が連携して

調整を進める旨記述

平成８年12月 第７次空港整備５箇年計画で、定期航空路線の一元化を前提に、関係者が連携して、その事業の推進

を図る旨閣議決定

平成９年12月 閣僚懇談会において、愛知県が責任をもって一元化を行うとの文書の提出により、道筋がついた旨を

運輸大臣が報告

平成10年４月 「中部国際空港の計画案（最終まとめ）」公表（中部新国際空港推進調整会議）

５月 中部国際空港株式会社設立

中部国際空港等の設置及び管理に関する基本計画公示（運輸大臣）

７月 中部国際空港株式会社を中部国際空港等の設置及び管理を行う者として指定

平成11年４月 運輸大臣が中部国際空港株式会社に対し飛行場設置許可

８月 中部国際空港株式会社が現地護岸工事に着手

平成17年２月 中部国際空港 ２月17日開港

３～９月 愛知万博 ３月25日～９月25日まで

○昭和60年12月 岐阜、愛知、三重の３県と名古屋市及び地元経済界により、(財)中部空港調査会設立、調査開始

○平成10年５月 中部国際空港株式会社設立

○平成17年２月 中部国際空港 ２月１７日開港

中部国際空港の経緯
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○平成８年１２月 【第７次空港整備五箇年計画（閣議決定）】

中部圏における新たな拠点空港の構想について、定期航空路線の一元化を前提に、関係者が連携して、総合的な調査検討を進め早期に

結論を得た上、その事業の推進を図る。

○平成９年１２月 運輸大臣が閣僚懇談会において、愛知県知事から県が責任をもって一元化を行うとの文書の提出があり、一元化についての道筋がついた

旨を説明。

○ 〃 １２月 【「中部国際空港の整備について」大蔵大臣・運輸大臣の合意】

名古屋空港における国内・国際定期航空路線については、中部国際空港へ一元化する。一元化後の名古屋空港については、自衛隊が使用

していること、愛知県がゼネラル・アビエーション空港として活用したいとの意向があることを踏まえ、所要の措置を講ずる。

○平成13年１１月 【愛知県知事から航空局長あて文書】

名古屋空港は、中部国際空港開港後も小型機やコミューター航空を中心としたゼネラル・アビエーション空港として生かして、地域の発展の基

盤として活用を図ってまいりたい。

○平成17年２月 県営名古屋空港 ２月１７日開港 （平成１６年９月１日設置許可）

県営名古屋空港について

県営名古屋空港単独路線： とかち帯広、山形、高知龍馬、北九州

中部国際空港と県営名古屋空港の路線

競合路線 ：

秋田、新潟、松山、長崎、熊本、福岡（11月より）

中部国際空港単独路線： 女満別、釧路、旭川、札幌、函館、青森、
花巻、仙台、福島、成田、徳島、米子、
大分、宮崎、鹿児島、沖縄、石垣１７路線

４路線

６路線

※平成１８年１０月現在

県営名古屋空港の概要

○設置者： 愛知県 ○指定管理者： 名古屋空港ビルディング株式会社

○面積： 約164ha ○滑走路の長さ： 2,740ｍ 幅： 45ｍ
○コミューター機用： 7スポット、大型ビジネス機用： 6スポット、小型機用： 75スポット
○運用時間： 午前 7時から午後 10時まで
○駐車場： 455台（身体障害者用7台含む）

【平成１７年度利用状況】 コミューター航空旅客数： ３０５，７４４人

国際ビジネス機飛来数： ９０機

【平成１８年度航空路線】 ９都市２０往復（平成１８年１０月現在）
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国際拠点空港整備の財源スキームと有利子債務残高
有利子債務残高（※2）

成 田 有利子資金 １００％ 約5,500億円

有利子資金 ７０％国
４／６

出資 ３０％

地方
１／６

民間
１／６

関

空

有利子資金 ４５％地方
１／３

国
２／３

無利子貸付 ２５％出資 ３０％

地方
１／３

国
２／３

Ⅱ期

Ⅰ期

上物

従来スキーム

下物
スキーム見直し後
（２００７年まで） 有利子資金 ３０％地方

１／３

国
２／３

無利子貸付 ３２％出資 ３８％
地方
１／３

国
２／３

有利子資金 ７０％民間
１／３

国
２／３

出資 ３０％
従来スキーム

スキーム見直し後
（２００７年まで）

有利子資金 ５２％民間
１／３

国
２／３

出資 ４８％
約1兆2,000億円

※出資金の割合 国：地方：民間＝ ４：１：５

中 部 有利子資金 ６０％

国

出資１３％ 無利子貸付 ２７％

地
方
民間 国

４／５

地方
１／５

約3,000億円

（※1）財源スキームは各社の施設整備に係る資金調達方法を整理したもの。
（※2）各有利子負債については平成１７年度決算ベース（連結）。
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都市名 東京 大阪 名古屋 ロンドン パリ ニューヨーク 香港 シンガポール ソウル

空港名 成田 関西 中部 ヒースロー ｼｬﾙﾙ･ﾄ゙ ･ｺﾞｰﾙ Ｊ．Ｆ．Ｋ ﾁｪｸﾗﾌ゚ ﾗｺｯｸ チャンギ 仁川

市中心部
からの距離

約60ｋｍ 約40ｋｍ 約40ｋｍ 約25ｋｍ 約25ｋｍ 約25ｋｍ 約35ｋｍ 約20ｋｍ 約５０ｋｍ

アクセス手段
（時間）

○鉄道
(約56分)
→30分台
(H22年度予定)

○バス
(約80分)

○鉄道
(約48分)

○バス
(約60分)

○鉄道
(約28分)

○バス
(約70分)

○鉄道
(約16分)

○バス
（約75分）

○鉄道
(約29分)

○バス
（約50分）

○地下鉄
（約35分）

○バス
（約50分）

○鉄道
（約23分）

○バス
(約50分)

○鉄道
（約27分）

○バス
（約45分）

○リムジンバス
　（約９０分）

【出典】　ＪＡＬ国際線時刻表（２００６．９）、エアポートハンドブック２００５、航空局資料、Yahoo!乗換案内、空港会社及びバス会社HP

世界主要空港のアクセス比較

（注）平成22年度の成田新高速鉄道の開業後は、成田空港から日暮里まで、30分台でのアクセスが可能となる。

27

日本の表玄関である成田国際空港と都心を３０分台で結び、空港アクセス
の改善を図るため、最高時速１６０ｋｍで走行する成田新高速鉄道を整備。

（参考）成田新高速鉄道の整備（参考）成田新高速鉄道の整備

○ 概要

総事業費１，２６０億円を、国・自治体からの補助、自治体・成田国際空港
㈱等からの出資、銀行からの借入等により調達。

○ 整備主体

成田高速鉄道アクセス㈱（主な株主：成田国際空港㈱、千葉県、成田市、
京成電鉄㈱等）

○ 開業後の運行主体：京成電鉄㈱

○ 費用負担

19



３．成田会社、関空会社、中部会社の現状、
経営状況等



成田国際空港株式会社の概要

【設立日】 平成１６年４月１日

（新東京国際空港公団 設立日：昭和４１年７月３０日）

【役員】 取締役会長 松橋 功

ああああ代表取締役社長 黒野 匡彦

ああああ代表取締役副社長１名、常務取締役６名、

ああああ監査役４名、常務執行役員３名、執行役員５名

【社員数】 ７７７名（平成18年３月31日現在）
【組織図】

成田国際空港株式会社（ＮＡＡ）

○エアポートメンテナンスサービス（株）

○（株）成田エアポートテクノ

○ネイテック防災（株）

○（株）NAAエレテック
○（株）NAAファシリティーズ
○ＮＡＡファイアー＆セキュリティー（株）

○NAA成田空港セコム（株）
○空港情報通信（株）

○（株）NAAコミュニケーションズ
○成田空港給油施設（株）

○日本空港給油（株）

○（株）グリーンポートエージェンシー

○成田空港サービス（株）

○成田空港ロジスティックス（株）

○（株）ＮＡＡリテイリング

○ＮＡＡ＆ＡＮＡデューティーフリー（株）

○（株）ＮＡＡ＆ＪＡＬ－ＤＦＳ

○臨空開発整備（株）

○（株）成田空港ビジネス

○芝山鉄道(株)

○成田高速鉄道アクセス（株）

○（株）メディアポート成田

ＮＡＡグループ会社（平成18年10月1日現在）

施設保守業

警備・消防業

情報処理業

給油・給油施設管理業
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着陸料 ：平均単価１，８９１円／㌧

停留料 ：６時間未満２００円／㌧

６時間以降２４時間毎２００円／㌧

給油施設使用料 ： ３．４９円／㍑

旅客施設使用料 ： ２，０４０円／人

成田国際空港株式会社の経営状況

○平成１７年度(連結)の営業収益１７１２億円、営業利益４２０億円、経常利益３２０億円、当期純利益１４７億円
○営業収入のうち、航空系収入（着陸料等）が３分の２、非航空系収入（土地建物貸付料等）が３分の１
○Ｓ＆Ｐ及びＲ＆Ｉによる社債の格付けはいずれもＡＡ－

事業と収益の構造（単体）

※航空機の騒音レベルに応じて料金を６段階に分類

料金体系（H17.10.1～）

○総資産 ９，９２６億円

○借入金残高 ６，７６４億円
無利子借入金 １，２７４億円 （借入先：国）

有利子借入金 ５，４８９億円
社 債 ４，５３５億円
長期借入金 ９５４億円
（借入先：国２５４億円、民間７００億円）

○営業収益の内訳
航空系収入 １，１６３億円
非航空系収入 ５４９億円
計 １，７１２億円

財務指標（平成１７年度連結決算）

【資本構成】（単体）

●資本金 １，０００億円

●発行株式数 ２００万株

●株主構成 政府１００％

非航空

系

32%

航空系

68%

航空会社

航空旅客

ターミナルビル
テナント

５７４億円

２０７億円

５４９億円

２６４億円

空港使用料収入

施設使用料収入

土地建物等貸付料収入

給油施設使用料収入

NAA
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成田国際空港株式会社中期経営計画の概要

経営環境と経営目標

○２００６年度～２０１０年度までの５ヵ年について中期経営計画を策定。この期間を「新たな飛躍に向けた基盤強
化の期間」と位置付け。
○安全を徹底追及し、増大する航空需要に対応するため平行滑走路の2500m化や成田新高速鉄道の整備を完了させると
ともに、収益拡大やコスト削減に努め経営基盤を強化する。
○お客様のニーズを先取りした高品質なサービスの提供を行い、環境対策・共生策やエコ・エアポートの推進に主体
的に取り組むとともに、早期の上場を実現させ社会的に評価されるグループを目指す。

（参考）2005年度実績 2006年度～2009年度
空港容量がほぼ限界

2010年度目標
平行滑走路2500ｍ化により能力増強

航空機発着回数 18．8万回 約18．9万回 約19．3万回

航空旅客数 3，144万人 約3，300万人 約3，480万人

グループ営業収益 1,712億円 ― 2,000億円以上

単体営業利益 407億円 ― 380億円以上

単体自己資本比率 19.6% ― 22％以上

投資計画

■能力増強等空港基本機能の充実に係る投資
（平行滑走路2500ｍ化、誘導路整備、スポット整備など） 1,200億円

■安全性の向上、空港保安の徹底に係る投資
（カテゴリーⅢｂ化、インラインスクリーニング整備など）

920億円

■航空旅客等に対するサービス向上に係る投資
（成田新高速鉄道整備、A380アッパーデッキ対応搭乗橋整備、第2旅客ターミナルビルリフレッシュなど） 580億円

合 計 2,700億円
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【設立日】 昭和５９年１０月１日

【役員】 代表取締役会長 宮本 一
代表取締役社長 村山 敦
代表取締役副社長１名、常務取締役４名、取締役１名、
常勤監査役１名、監査役３名、執行役員２名

【社員数】 ４１４名（平成18年4月1日現在）

関西国際空港株式会社の概要

関西国際空港株式会社（ＫＩＡＣ）

○関西国際空港熱供給株式会社
（熱供給事業）

○関西国際空港情報通信ネットワーク株式会社
（電気通信事業）

○関西国際空港用地造成株式会社
（空港用地の造成）

○関西国際空港給油株式会社
（航空機給油施設の運営）

○関西国際空港施設エンジニア株式会社
（空港施設の維持管理業務）

○関西国際空港セキュリティ株式会社
（警備・消防防災業務）

○株式会社関西エアポートエージェンシー
（損害保険代理業等）

ＫＩＡＣグループ会社

社長

お
客
様
本
部

経
営
戦
略
室

総
務
部

財
務
部

航
空
営
業
部

タ
ー
ミ
ナ
ル
営
業
部

Ｃ
Ｓ
推
進
セ
ン
タ
ー

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
部

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
部

計
画
技
術
部

二
期
施
設
整
備
部

施
設
管
理
部

建
設
事
務
所

東
京
事
務
所

運
用
本
部

施
設
整
備
部
本
部

会長

監査室

監査役
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関西国際空港株式会社の経営状況

○２００５年度（連結）の営業収益１０４６億円、営業利益２２７億円、経常利益９２億円、当期純損失１７７億円。
○営業収入のうち、航空系収入（着陸料等）が４５％、非航空系収入（土地・建物貸付料、免税店収入等）が５５％。
○関西国際空港用地造成株式会社、関西国際空港熱供給株式会社など、関空グループは７社。
○ＪＣＲによる社債の格付けはＡＡ－、Ｒ＆Ｉによる社債の格付けはＡ＋

事業と収益の構造（単体）

関空
会社

料金体系

着陸料 ： ２，０９０円／㌧（国際線）
１，９００円／㌧（国内線）

停留料 ： ２００円／㌧
（24時間毎、６時間未満無料）

給油施設使用料 ： ４．９円／㍑
旅客施設使用料 ： ２，６５０円／人（国際出発旅客）

○総資産 ２兆４０４億円

○借入金残高 １兆４，４０８億円
無利子借入金 ２，３７９億円

（借入先：国、地公体）
有利子借入金 １兆２，０２９億円

政府保証債 ５，８４２億円
その他社債 １，８８５億円
長期借入金 ４，３０２億円

○営業収益の内訳
航空系収入 ４６６億円
非航空系収入 ５７９億円
計 １，０４６億円

【資本構成】（単体）
●資本金 ７，８８６億円
●発行株式数 １，５７７万株
●株主構成
政府 ６６．３６％
地方公共団体 ２１．９０％
民間 １１．７４％

財務指標（平成１７年度連結決算）

非

航空系

55%

航空系

45%

航空旅客

ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ
ﾃﾅﾝﾄ

鉄道会社

航空会社 空港使用料収入

施設使用料収入（空港事業）

直営事業収入

施設使用料収入（鉄道事業）

２００億円

５８９億円

１７６億円

４９億円
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関空新中期計画（2006年～2008年）の概要

Ｉ．関西国際空港の目指すもの
●複数滑走路を有し24時間稼働する日本初の完全空港として、西日本および東アジアに
強みを持つ国際拠点空港への発展を追求し、グローバルな人と物との交流に貢献する。

●お客様第一主義に立って、お客様の基本ニーズ（「安全・安心」「利便性」「快適性」）
を徹底追求し、顧客満足度ナンバーワンの空港を目指す。

Ⅱ．財務方針
●２期滑走路が限定供用されることを踏まえて、１期滑走路を含めた空港全体でその有効性を
最大限に発揮した事業展開を図るとともに、経営基盤の更なる安定化を図る。

Ⅲ．事業方針
●2007年２期限定供用の実現に万全を期し、１期を含めた経営資源を最大活用しつつ空港
価値の最大化を図る。

☆ 経費および人員の削減目標
経費削減 ３０億円 人員削減 ４０名

2005年度実績 2006年度事業計画 2008年度業績目標

発着回数 １１.３万回 １１.９万回 １３.５万回

営業収入 １，０２７億円 １，０６７億円 １，１５３億円

営業損益 ２１５億円 ２４０億円 ２０６億円

経常損益 ８４億円 １１０億円 ８２億円

業績目標

財務方針・事業方針
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中部国際空港株式会社の概要

○中部国際空港エネルギー供給㈱

（電力温冷水等の供給）

○中部国際空港情報通信㈱

（情報通信設備の保守・管理、電気通信事業）

○中部国際空港旅客サービス㈱

（旅客案内、直営商業店舗運営等）

○中部国際空港施設サービス㈱

（空港施設全般の運転監視、設備の保守・管理）

○中部国際空港給油施設㈱

（航空機給油施設の運営・維持・管理）

セントレアグループ会社中部国際空港株式会社（セントレア）

【設立日】 平成１０年５月１日

【役員】 代表取締役社長 平野 幸久

代表取締役副社長１名

専務執行役員１名、常務執行役員２名、監査役３名

【社員数】 ２７９名（平成18年4月1日現在、役員含む）

【組織図】

営業本部

営
業
部

総
務
部

経
理
部

経
営
企
画
部

空
港
施
設
部

運
用
管
理
部

管理本部運用本部

内部監査室

グループ

社 長

監査役
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中部国際空港株式会社の経営状況

【資本構成】(単体)

●資本金 ８３６億円

●発行株式数 １６７万株

●株主構成 国土交通省 ４０％

地方公共団体 １０％

民間企業等 ５０％

○借入金残高 ４，６６７億円

無利子借入金 １，６７３億円

（借入先：国、地方公共団体）

有利子借入金 ２，９９５億円

政府保証債 ２，２２３億円

市中借入金 ７７０億円

事業と収益の構造(単体)

セントレア

航空旅客

航空会社

○着陸料 ： １，６６０円／㌧（国際線・国内線 同一料金）

○給油施設使用料 ： ３．５円／㍑

○停留料 ： ２００円／㌧（２４時間毎、６時間未満無料）

○旅客施設使用料 ： ２，５００円／人（国際出発旅客）
２００円／人（国内出発・到着旅客）

主要料金体系

２２６億円

来港者

○平成１７年度（連結）の営業収益５２６億円、営業利益９０億円、経常利益２３億円、当期純利益２１億円。

○営業収入のうち、航空系収入（着陸料など）が５分の２、非航空系収入（商業系収入など）が５分の３。

○中部国際空港エネルギー供給㈱、中部国際空港情報通信㈱など、セントレアグループは５社。

空港施設使用料収入

土地建物等貸付料収入

直営商業事業売上高

９５億円

１７３億円

財務指標（平成１７年度連結決算）

○総資産 ５，５５７億円

○営業収益の内訳

航空系収入 ２２６億円

非航空系収入 ２９９億円

計 ５２６億円
航空系

43%
非

航空系

57%

ﾃﾅﾝﾄ等
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中部国際空港株式会社中期経営戦略の概要

グループ経営目標

○経営の基盤として、安全で安心な空港運営を確保する。
○積極的な航空旅客・貨物の需要拡大策を展開し、更なる路線拡大により利便性を向上させる。
○ＣＳ世界Ｎｏ.1空港になる。
○セントレアグループの総合力を発揮し、黒字体質を定着させる。

業績目標

2005年度実績 2006年度達成目標 2009年度達成目標

国内線 ６５０万人 ※1 ６７０万人以上 ７２０万人以上

国際線 ５１５万人 ※1 ５３０万人以上 ６１０万人以上

合計 １，１６５万人 ※1 １，２００万人以上 １，３３０万人以上

国内線 ９６便／日 １００便／日以上 １０５便／日以上

国際線 ３６０便／週 ３８０便／週以上 ４５０便／週以上

国際貨物取扱量 ２３万ｔ ３０万ｔ以上 ５０万ｔ以上

売上高 ５２６億円 ５２６億円以上 ５７０億円以上

当期純利益 ２１億円 １億円以上 黒字体質の定着

利益剰余金 △２４億円 △２３億円以上 累損解消を目指す

就航便数 ※2

航空旅客数

※１ 2005年度航空旅客数実績は、愛・地球博関連の航空旅客（中部会社試算値 国内約５３万人 国際約１８万人）を除く

※２ 貨物専用便を含む
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環境対策等の地域共生策の概要①

○内陸に位置する成田空港では、地域住民への騒音対策を中心としたいわゆる地域共生策の推進は最重要課題。これ
まで、空港周辺地域に対して約３２００億円の地域共生策を実施。

成田国際空港

区分 件数 事業費金額

学校等防音工事 １２０ 施設 ２１３億円

共同利用施設 １３７ 施設 ３１億円

住宅防音工事 ４，３９０世帯 ２３０億円

移転補償等
家屋移転 ８６１戸

土地買収 ７３０．３ｈａ
１，５９６億円

緩衝緑地帯整備 ８０．１ｈａ ６４億円

騒音測定施設等 ３３施設 ８８億円

電波障害対策等 ８３，１００世帯 ２１４億円

周辺対策交付金等
交付対象
２県１０市町

７７３億円

合計（２００６年３月末時点での累計） ３，２０９億円

住宅及び公共施設への防音工事住宅及び公共施設への防音工事

環
境
対
策

環
境
対
策

地
域
振
興

地
域
振
興

移転補償移転補償

航空機からの落下物対策やＴＶ受信電波障害対策航空機からの落下物対策やＴＶ受信電波障害対策

深夜時間帯（23時～6時）の運航制限や低騒音機材の導入
推進等
深夜時間帯（23時～6時）の運航制限や低騒音機材の導入
推進等

緩衝緑地帯、防音林・防音堤等の整備緩衝緑地帯、防音林・防音堤等の整備

周辺環境監視（騒音測定、飛行コース等）周辺環境監視（騒音測定、飛行コース等）

周辺対策交付金の交付周辺対策交付金の交付

農業振興や物流施設への土地貸付等の有効的土地活用農業振興や物流施設への土地貸付等の有効的土地活用

エコ・エアポート基本構想に基づく周辺緑化施設整備エコ・エアポート基本構想に基づく周辺緑化施設整備

環境対策事業実施状況

29



環境対策等の地域共生策の概要②

中部国際空港

航空機騒音に配慮した海域の飛行経路航空機騒音に配慮した海域の飛行経路

テレビ電波障害対策テレビ電波障害対策

リサイクリセンター等による省エネ・省資源の推進リサイクリセンター等による省エネ・省資源の推進
環
境
対
策

環
境
対
策ＧＰＵ、低公害車の利用促進等によるCO2の削減ＧＰＵ、低公害車の利用促進等によるCO2の削減

騒音、大気質等の測定による環境監視騒音、大気質等の測定による環境監視

地
域
振
興

地
域
振
興

３県１市及び知多半島５市５町等との意見交換による連携３県１市及び知多半島５市５町等との意見交換による連携

地域教育への貢献のため、通年で社会見学の実施地域教育への貢献のため、通年で社会見学の実施

自治体等が実施する地域振興イベントへの協力自治体等が実施する地域振興イベントへの協力

区分 件数 事業費金額

騒音測定施設等 航空機騒音常時観測測定局 ４施設 ３億４千万円

電波障害対策費 ３３世帯 １千万円

環境監視調査費 ２億円

合計（２００６年３月末時点、開港後（１年間）の累計） ５億５千万円

・２０００年１２月、日本の空港設置管理者で初めて、環境マネジメントシステム“ＩＳＯ
１４００１”認証を取得。

・開港後の環境監視は、「空港島及び空港対岸部に係る環境監視計画」に基づき実施
し、環境監視データをホームページ等で公開している。

環境対策事業実施状況

関西国際空港

航空機騒音の影響軽減対策（経路、高度調査）航空機騒音の影響軽減対策（経路、高度調査）

テレビ電波受信障害対策テレビ電波受信障害対策

クリーンセンター等による省エネ・省資源の推進クリーンセンター等による省エネ・省資源の推進
環
境
対
策

環
境
対
策高度排水処理、中水利用による水環境の整備高度排水処理、中水利用による水環境の整備

騒音、水質、大気質、海洋生物の調査による環境監視騒音、水質、大気質、海洋生物の調査による環境監視

地
域
振
興

地
域
振
興

大阪府、大阪市及び泉州９市４町等との連携大阪府、大阪市及び泉州９市４町等との連携

地域教育への貢献のため、通年で出張授業・見学会の実施地域教育への貢献のため、通年で出張授業・見学会の実施

自治体等が実施する地域振興イベントへの協力自治体等が実施する地域振興イベントへの協力

区分 件数 事業費金額

騒音常時観測局 １１施設騒音・大気質・水質測定施設及び

環境監視調査費 大気常時観測局 ３施設

７０億円

電波障害対策費 １２，１４３世帯 ４２億円

合計（２００６年３月末時点、開港後（１２年間）の累計） １１２億円

・「関西国際空港の飛行経路問題に係る協議会」
国土交通省、大阪府、大阪市、泉州９市４町及び関空会社から構成。飛行経路問題に
関する運用状況（騒音測定結果・環境監視体制等）について、協議・調整を行う。

・監視計画を策定し、環境監視を実施した結果は、関西国際空港環境センターにて公
開している。

環境対策事業実施状況
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安全対策・航空保安対策の概要

中部国際空港

●旅客及び機内持込み手荷物に対する保安検査は、X線検査装置、金属

探知器等による検査及び開被検査、接触検査を実施し、国際線受託

手荷物は、インライン方式による検査を実施。

●なお、英国での航空機テロ未遂事件被疑者摘発以降は、搭乗ゲートに

おいても航空会社による検査を実施。

保安対策の内容

保安体制

●効果的な空港管理と警備を行うため、「セントレアオペレーションセンター」
を設置し、情報の共有化、効率化、高度化を実現し、主な出入り管理等を

実施。

●空港島周囲は、船による１日約８時間の巡視による警備を実施

●警備費は、年間約22億円。

関西国際空港

●国際線・国内線各２箇所において保安検査を実施。

●旅客用手荷物処理システムに爆発物検査装置及び自動Ｘ線検査装置を

組み込むことによりセキュリティ対策を強化するため、国際線において

爆発物検査装置等インライン化工事を実施中。

●なお、英国での航空機テロ未遂事件被疑者摘発以降は、搭乗ゲートに

おいても航空会社による検査を実施。

保安対策の内容

保安体制

●空港島内を、一般区域、保安区域、制限区域に分割し、空港全域を４警備
区に分けて、４警備会社がそれぞれの受持の警備を実施。

●機械警備システムと立哨・巡回警備システムｊを併用し、中央警備防災

センターによる集中運用管理を実施。

●警備費は、年間約23億円。

成田国際空港

●平成１８年６月の第１PTB南ウィング供用

にあわせ新型の爆発物検知装置（EDS）を組

み込んだ手荷物搬送システム（インラインス

クリーニングシステム）を導入。

今後、平成２０年度までに残る第１PTB北

ウィング、第２PTBへと導入を進めていく。

保安対策の内容

保安体制

●開港後３０年近く経過しており、各施設においての経年的な劣化に対応

して、恒常的な維持更新工事をはじめ貨物施設やケーブル等の耐震補強

工事等を実施している。

安全対策の内容

●建設過程で生じた極左暴力集団によるテロ・ゲリラ活動への懸念は今

もなお続いており、空港運用妨害への防止のため場周、制限区域等の

空港内外の諸施設に警備員を２４時間で配置

（参考：極左暴力集団によるテロ・ゲリラ活動等の妨害行為に対応するた

め千葉県警の空港警備部隊として成田国際空港警備隊が組織）

●一方で、ＮＡＡの警備・消防部門を分社化し、人材のプロフェッショナル

化や合理化による危機管理向上を図るためNAAファイアー＆セキュリ

ティー(株)を平成１７年に設立。

●空港場周における人的警備方式をセンサーによる機械警備方式へ移

行し、警備レベル向上とともに警備費のコストダウンを推進。

●警備費は年間94億円（平成17年度）
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成田・関西・中部空港会社法の概要

○ 昭和40年６月 新東京国際空港公団法 公布

○ 昭和59年６月 関西国際空港株式会社法 公布

○ 平成10年３月 中部国際空港の設置及び管理に関する法律 公布

○ 平成15年７月 成田国際空港株式会社法 公布

成田会社法 関空会社法 中部会社法

法律の性格 会社の設立根拠法 会社の設立根拠法 会社を空港の管理者として指定

事業範囲 法令に列挙 法令に列挙 法令に列挙

利益配当の特例 なし あり なし

事業実施の特例 あり（生活環境改善に対する配慮義務） あり（指定造成事業者による用地造成） なし

株式の政府保有義務 なし あり（２分の１以上） なし

新株発行 認可 認可 認可

定款変更 認可 認可 認可

基本計画への適合義務 あり あり あり

財務諸表の提出 あり あり あり

資金貸付 可 可 可

政府出資 可 可 可

債務保証 可 可 可

代表取締役等の選任 認可 認可 認可

事業計画 認可 認可 認可

重要財産の譲渡 認可 認可 認可

大臣による監督 あり あり あり
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４．政府事業の民営化



ＮＴＴの民営化

ＮＴＴ民営化に至る経緯

株式売却について

民営化の内容

【 公 社 時 代 】

昭和27年～
【 民 営 化 】

昭和60年～ 平成11年～ 【 再 編 成 】

日本電信電話公社 日本電信電話株式会社

ＮＴＴ持ち株会社

ＮＴＴ東日本・西日本

ＮＴＴｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

ＮＴＴデータ分社昭和63年～、ＮＴＴドコモ分社平成4年～

・昭和57年 臨時行政調査会「行政改革に関する第3次答申」
→電電公社の民営化の方向での改革等提言

・昭和59年 日本電信電話株式会社法の成立

・昭和60年 日本電信電話株式会社の発足

・公社時代の２大目標達成

①加入電話の積滞解消

②全国自動即時通信化

・公社形態、完全独占の弊害

・民営化と競争の導入

→経営の自主性、創意工夫の発揮、

効率的な事業運営。

→電気通信事業への参入自由化。

（民間活力を積極的に導入）

【株式保有形態】

・会社設立時の発行済株式総数 １５６０万株（資本金７８００億円）

政府保有分５２０万株（１/３）：産投特会帰属
売却可能分１０４０万株（２/３ ）：国債整理基金特会帰属

（昭和61年第1次売出～平成12年第6次売出及び自己株式の取得を実施）
・平成17年9月までの売却総額約１４兆円（売却完了）。
・平成18年3月末現在の政府保有株式比率は５３１万株（33.7%)。

【適用法律の変更】

・電電公社法→電電株式会社法

・公衆電気通信法→電気通信事業法

【主な変更点】

・発行済株式数の３分の１以上の政府保有義務（ＮＴＴ法４条）

・外国人の議決権割合を３分の１未満に制限（ＮＴＴ法６条）

・予算制度による国会議決等の統制が無くなったこと。

（「事業計画の国会議決→大臣認可」ＮＴＴ法１２条）

・事業範囲、事務所、投資等企業活動の制約が大幅に緩和。

（「重要財産処分の国会の議決→大臣認可」ＮＴＴ法１４条）

・資金調達手段が多様化。

（「電信電話債券発行の大臣認可→社債発行の自由」）

・職員、給与、労働関係に関する制限が緩和。

（「公労法→労働三法の適用へ：争議行為に関するルール化等」）

・料金・提供条件の設定・変更が大臣認可へ（事業法３３条等）。 等

民営化の政策上の位置付け

【第百一回国会 日本電信電話株式会社法案提案理由説明 抜粋】

・本法律案は、今後における社会経済の進展及び電気通信分野にお

ける技術革新等に対処するため、日本電信電話公社を改組して日

本電信電話株式会社を設立し、事業の公共性に留意しつつ、その

経営の一層の効率化、活性化を図ろうとするものである。
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ＪＴの民営化

ＪＴ民営化に至る経緯

【 公 社 時 代 】

昭和24年～
【 民 営 化 】

昭和60年～ 平成10年代～

日本専売公社 日本たばこ産業株式会社

・昭和57年 臨時行政調査会「行政改革に関する第3次答申」
→専売制度、公社制度の抜本的改革が提言。

・昭和59年 たばこ事業法、日本たばこ産業株式会社法の成立

・昭和60年 日本たばこ産業株式会社の発足

・欧米各国からの市場開放要請

→専売制度から流通の自由化へ

・公社形態の弊害
→欧米巨大たばこ企業と対等に競
争できる合理的経営主体が必要

・競争原理の導入

→欧米巨大たばこ企業と同条件

での競争。

・経営の自主責任体制の確立。

多角化（食品・医薬品事業）

国際化 （海外たばこ事業）

株式売却について

民営化の内容

【株式保有形態】

・会社設立時の発行済株式総数 ２００万株（資本金１０００億円）

政府保有分１００万株（１/２）：産投特会帰属
売却可能分１００万株（１/２ ）：国債整理基金特会帰属

（平成6年第1次売出～平成16年第3次売出及び自己株取得で減少）
・平成18年3月末現在の政府保有株式比率は１００万株（50.0%)。

【適用法律の変更】

・日本専売公社法→日本たばこ産業株式会社法へ

・たばこ専売法 →たばこ事業法へ

【主な変更点】

・設立時発行株式数の２分の１以上の政府保有義務（ＪＴ法２条）

・たばこ事業法→専売制度から流通の自由化。

→葉たばこ審議会、製造独占、定価制、販売店許可制

・事業計画、利益処分、役員選任の大臣認可等。

【具体的効果】

・国内販売シェアの低下（昭和60年97.6％→平成15年72.9％）
・国際販売シェアの増加（昭和60年 6.3％→平成14年 8.2％）
・経営の効率化（一人当たり経常利益昭和59年-平成16年 約5.5倍の伸び）

民営化の政策上の位置付け

【第百一回国会日本たばこ産業株式会社法案提案理由説明 抜粋】

・本法律案は、たばこ専売制度の廃止に伴い、我が国たばこ産業の

健全な発展等を図るため、日本専売公社を改組して日本たばこ産

業株式会社を設立し、これに、製造たばこの製造及び販売等の事

業を経営させようとするものである。
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ＪＲ本州３社の民営化

ＪＲ６旅客会社１貨物会社体制

ＪＲ本州３社の完全民営化に至る経緯

【公社時代】

昭和２４年～

【 民 営 化 】

昭和６２年～

日本国有鉄道

ＪＲ本州３社の株式売却開始（平成５年～平成１８年）

●昭和６０年７月 日本国有鉄道再建監理委員会「国鉄改革に関する意見」
→６旅客会社１貨物会社に分割を提言
●国鉄改革関連８法の成立 昭和６１年
●昭和６２年４月 国鉄改革・ＪＲ７社体制の発足

（特殊会社）

ＪＲ本州３社 完全民営化
Ｐ （全株式売却方針決定、設置法適用除外）

ＪＲ３島・貨物（特殊会社）

平成13年12月～ 本州３社完全民営化

ＪＲ本州３社の完全民営化の内容

【主な変更点】

ＪＲ本州3社について、
・関連事業

・社債募集

・長期借入金

・代表取締役、監査役の選解任

・毎年度の事業計画

・重要な財産の譲渡 等に係る認可の撤廃

→より機動的な事業経営が可能に。

株式売却について

【株の保有主体】

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

【これまでの売却実績】

・平成５年～平成１８年４月まで、ＪＲ本州３社それぞれ数次にわたり

すべて売却（総売却株式数８２４万株、売却総額４０，３４３億円）

※（独）鉄道・運輸機構の保有株式の状況

・ＪＲ本州３社： ０％ ・その他ＪＲ４社：１００％

鉄道は「今後とも我が国の交通体系の中で重要な役割を担うことが期待されている。」
が、「公社という自主性の欠如した制度の下で全国一元の巨大組織として運営されて
いる」国鉄の現状の下では、鉄道事業を取り巻く環境の変化に的確に対応し、地域の
ニーズを適切にくみ上げ、これに即応した経営の変革や生産性の向上を自主的に進め
ていくことはきわめて困難。
（昭和６０年「運輸白書」（１再建監理委員会の「国鉄改革に関する意見」）より抜粋）

民営化の政策上の位置付け

【適用法律の変更】

・鉄道事業法＋ＪＲ会社法 → 鉄道事業法＋商法（現会社法）へ

【その他】

・ＪＲ本州３社の完全民営化に当たり適切な事業運営を確保するための措置
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ＪＲ本州３社の完全民営化に当たり適切な事業運営を確保するための措置

○ＪＲ本州３社の完全民営化に当たり、適切な事業運営を確保するための措置を導入。
○この措置に基づき、平成13年12月にＪＲ本州３社がＪＲ会社法の適用対象から外れると同時に、国土交通大臣は、本
州３社が踏まえるべき事業経営の指針を策定。

○ 適切な事業運営を確保するための措置として、次のような仕組みを導入した。

（１）国土交通大臣は、以下の事項について、本州３社が踏まえるべき事業経営の指針を策定するものとすること。

① 運賃制度、供用駅等に関する他のＪＲ会社との連携・協力の確保に関する事項

② 国鉄改革の趣旨を踏まえた路線の適切な維持や駅施設の整備に当たっての利用者利便の確保に関する事項

③ 関連事業における中小事業者への配慮に関する事項

（２）国土交通大臣は、上記指針を踏まえた事業経営を確保する必要があるときには、ＪＲ会社に対し指導・助言できるものとすること。

（３）国土交通大臣は、正当な理由がなく指針に反する事業運営を行うＪＲ会社に対して勧告・命令できるものとすること。
（注）「旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律の一部を改正する法律（平成13年法律第61号）」の附則において、上記を規定。

適切な事業運営を確保するための措置

本州３社が踏まえるべき事業経営の指針の概要

○ 適切な事業運営を確保するための措置に基づき、平成13年12月、国土交通大臣は、ＪＲ本州３社を対象に、次の３項目を内容とする本
州３社が踏まえるべき事業経営の指針（「新会社がその事業を営むに際し当分の間配慮すべき事項に関する指針」）を策定。

１ 会社間における連携及び協力の確保
営業路線をまたがって乗車する旅客の運賃及び料金を定める場合には、旅客が乗車する全区間の距離を基礎として運賃及び料金を計算し、旅客が乗車する全区間の

距離に応じて運賃を逓減させること。

２ 現に営業している路線の適切な維持、利用者の利便の確保
国鉄改革の実施後の輸送需要の動向その他の新たな事情の変化を踏まえて現に営業する路線の適切な維持に努めること。現に営業している路線の全部又は一部を廃

止しようとするときは、国鉄改革の実施後の輸送需要の動向その他の新たな事情の変化を関係地方公共団体及び利害関係人に対して十分に説明すること。
駅その他の鉄道施設を整備するに当たっては、高齢者、身体障害者等の移動円滑のため必要な措置を講ずるなど当該鉄道施設の利用者の利便の確保に配慮すること。

３ 中小企業者への配慮に関する事項
地域において新会社が営む事業と同種の事業を営む中小企業者の事業活動を不当に妨げ、又はその利益を不当に侵害することのないよう特に配慮すること。
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東京地下鉄の民営化

東京地下鉄の特殊会社化に至る経緯

【 特 殊 法 人 時 代 】

昭和16年～
【 特 殊 会 社 化 】

平成16年～

帝都高速度交通営団 東京地下鉄株式会社

・平成13年 特殊法人等整理合理化計画

（閣議決定）

→完全民営化に向けた第一段階としての

特殊会社化

・平成14年 東京地下鉄株式会社法の成立

・平成16年 東京地下鉄株式会社の発足

・特殊会社への改組

・将来の完全民営化

について、かねてより指摘あり

昭和61年「今後における行財政改革の基本
方針」（臨時行政改革推進審議会・答申）

平成7年「特殊法人の整理合理化（閣議決
定）」

○東京地下鉄株式会社法附則第２条
「国及び附則第１１条の規定により株式の譲
渡を受けた地方公共団体は、特殊法人等改
革基本法に基づく特殊法人等整理合理化計
画の趣旨を踏まえ、この法律の施行の状況を
勘案し、できる限り速やかにこの法律の廃止、
その保有する株式の売却その他の必要な措
置を講ずるものとする。」

東京地下鉄の現況民営化の内容

【財務の概要】
＜資本構成＞（平成１７年度）

純資産 １，７５１億円
資本金 ５８１億円
出資比率 政 府 ５３．４％

東京都 ４６．６％

＜経営状況＞（平成１７年度）
鉄道事業営業利益 ７３３億円
当期利益 ２９９億円

（参考）帝都高速度交通営団（平成１３年度）

鉄道事業営業利益 ３８０億円

当期利益 ６１億円

【適用法律の変更】

・帝都高速度交通営団法→東京地下鉄株式会社法へ

【主な変更】
○組織等の根本に係る事項については、個別に国が関与
・代表取締役、監査役の選定等が認可へ。
・合併・分割及び解散が認可へ。
・取締役等の選任等の認可の廃止。
○事業運営に係る事項については、基本的事項のみ国が関与
・本来事業以外の認可を廃止
・社債募集の認可を廃止
○その他
・東京都への事業計画、財務諸表の提出の廃止
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ＪＡＬの民営化

・設立目的
我が国の自主的な国際航空
運送事業の開始
→目的達成
①航空輸送の発展
②本邦航空会社の成長

ＪＡＬ民営化に至る経緯

【 特殊法人時代】

昭和28年～

【 民 営 化 】

昭和62年～ 平成14年～ 【 旧ＪＡＬ・旧ＪＡＳ統合】

日本航空株式会社

日本航空（持株会社）

日本航空ジャパン（事業会社）

日本航空株式会社

・競争原理の導入
→航空会社間の競争条件の均等化

・経営の自主的責任体制の確立

・昭和61年12月 閣議決定「昭和62年度に講ずべき措置を中心とする
行政改革の実施方針について」→ＪＡＬの完全民営化を決定

・昭和62年11月 日本航空株式会社法を廃止する等の法律の施行

※政府保有株式（昭和61年度末34.5％）は昭和62年度中に売却し、完
全民営化

日本航空インターナショナル

（事業会社）

日本航空
インター
ナショナル
（事業会社）

民営化の内容

【適用法律の変更】

・日本航空株式会社法及び航空法→航空法のみへ

【主な変更点】

・規制の撤廃

新株発行、役員選任、定款、事業計画等の大臣認可等

・助成の取り止め

政府出資、社債発行限度額の特例、債務保証

【具体的効果】

・国内旅客シェアの増加（昭和62年度25.2％→平成17年度.46.4％）

・国際旅客シェアの低下（昭和62年度93.8.％→平成17年度80.3.％）

民営化の政策上の位置付け

○昭和62年度に講ずべき措置を中心とする行政改革の実施方針につい
て（抄）（昭和61年12月 閣議決定）

日本航空株式会社の自主的かつ責任ある経営体制の確立を図るととも
に、航空企業間の競争条件の均等化を図るため、特殊法人たる日本航
空株式会社を昭和62年度において廃止し、完全民営化することとし、所要
の法律案を今国会に提出する。

航空会社における外資規制

・航空法制定時（昭和27年）より、外国人に対し、航空会社（又はその
持株会社）の議決権の３分の１未満に制限
・日本航空（持株会社）の外資の割合 2.7％（平成17年度末） 38



国際拠点空港の改革の経緯

方 針 決 定 に 至 る 動 き

平成14年12月６日

「今後の空港及び航空保安施設の整備に関する方策について」航空分科会答申
⇒「新東京国際空港公団については、（中略）、完全民営化に向けて、平成16年度に一体として特殊会社化し、（中略）、できる限り早期に株
式上場を目指す」

⇒「関西国際空港株式会社については、（中略）、将来の完全民営化を目指すことが適切。その際、（中略）、経営改善につながる条件整備を
行うことが必要」

⇒「中部国際空港株式会社については、（中略）、供用開始後、経営状況を見つつ、完全民営化に向けて検討することが適切」

平成14年12月17日

「道路関係四公団、国際拠点空港及び政策金融機関の改革について」閣議決定
⇒「政府は、（中略）、それぞれ以下のとおり単独で民営化を進める。

(1)新東京国際空港公団については、完全民営化に向けて、平成16年度に全額出資の特殊会社にする（以下略）

(2)関西国際空港株式会社については、（中略）、将来の完全民営化に向けて、安定的な経営基盤を確立する（以下略）

そ の 後 の 動 き

成田空港 関西空港 中部空港

平成19年８月２日 ２本目滑走路供用開始予定

限定供用に係る二期工事着工

平成15年７月18日 「成田国際空港株式会社法」成立（第156回国会）・公布

平成16年４月１日
新東京国際空港公団解散。成田国際空港株式会社が、同公
団の一切の権利及び義務を承継

平成16年12月18日
「関西国際空港二期事業の取扱いについて」
大臣合意

平成17年２月17日 中部国際空港が開港

平成17年10月１日 成田国際空港の着陸料引き下げ

平成18年６月２日 成田国際空港第１旅客ターミナルビル南ウイング供用開始

平成18年６月23日
成田国際空港株式会社第２回定時株主総会において利益処
分案（20億円(1000円×200万株))承認

平成18年９月11日 北伸による成田国際空港の平行滑走路2500m化を許可

今 後 の 予 定

平成21年度末 平行滑走路2500m化供用開始予定
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５．海外における空港運営事業



世界の主要国際空港及びその運営主体

04年順位
（旅客数）

都市名 空港名 運営主体名 上場 主要株主 過半数
旅客数
（千人）

1 ロンドン ヒースロー
British Airports Authority public

limited company
○→×
(87-06)

フェロビアル等(93.28%) 民 60,184

2 パリ シャルル・ド・ゴール パリ空港公団(ADP)
○
(06-)

フランス政府(68.3%) 公 45,893

3 フランクフルト フランクフルト Fraport
○
(01-)

ヘッセン州(31.8%)
フランクフルト市(20.3%)
ルフトハンザ航空(9.1%)
ドイツ連邦政府(6.6%)

公 43,383

4 アムステルダム アムステルダム Schiphol ×
オランダ政府(75.8%)

アムステルダム市(21.8%)
ロッテルダム市(2.4%)

公 42,298

5 香港 香港国際 Airport Authority Hong Kong × 香港行政当局（100%） 公 36,287

6 シンガポール チャンギ
The Civil Aviation Authority of

Singapore
× － 公 28,606

7 ロンドン ガトウィック
British Airports Authority public

limited company
○→×
(87-06)

フェロビアル等(93.28%) 民 27,460

8 成田 成田国際 成田国際空港株式会社 × 国(100%) 公 26,514

9 バンコク バンコク国際 Airorts of Thailand Public Co Ltd
○
(04-)

タイ政府(70%) 公 25,825

10 ソウル 仁川国際 仁川国際空港公社 × 韓国政府（100%） 公 23,621

（注１）上場欄の「○」は上場を示し、「×」は非上場を示す。また、「○→×」は当初上場していたが、後に非上場になったことを示す。

（注２）過半数欄の「公」は政府、地方自治体等の公的主体が発行済み株式総数の過半数を有することを示し、「民」は民間主体が発行済み株式総数の過半数を有することを示す。

（注３）チャンギ空港については、運営主体が政府そのものであり、公社や株式会社等の形態をとっていないため、主要株主欄は「－」と表記し、過半数欄は便宜上「公」と表記した。
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海外における空港運営事業の様々な形態

株式会社が空港運営主体である場合
公的主体（国、地方公共団体、公社
等）が空港運営主体である場合

上
場

上
場
廃
止

未
上
場

・Schiphol（オランダ/アムステルダム空港など/オラ
ンダ政府(75.8%),アムステルダム市(21.8%),ロッテルダ
ム市(2.4%)06年時点)
・成田国際空港株式会社

・関空国際空港株式会社

・中部国際空港株式会社

・Sydney Airports Corporation Ltd（豪州/シド
ニー空港）

・ British Airports Authority public limited 
company (BAA) （英国/ヒースロー空港など/87年7
月～06年8月上場）

・ローマ空港株式会社(ADR)(イタリア/レオナル
ド・ダ・ヴィンチ国際空港など/97年～00年上場/レオ
ナルドグループが買収96%→マッコーリーに45％売
却）

・ J.F.ケネディ空港など（New York & 
New Jersey Port Authority)

・ダレス空港など（ワシントンD.C.空港
公団）

・サンフランシスコ空港（サンフランシ
スコ市・郡）

・シカゴ空港（シカゴ市）

公的主体が株式の過半数を

有している場合

民間主体が株式の過半数を

有している場合

・Copenhagen Airports A/S （デンマーク/コペン
ハーゲン空港など）

・Flughafen Wien AG（オーストリア/ウィーン空
港/下オーストリア州(20%),ウィーン市(20%)）

・Fraport（ドイツ/フランクフルト空港など）

・パリ空港公団(ADP)（フランス/シャルルドゴー
ル空港など/フランス政府(68.3%),従業員(2.4%)）

・北京国際机場有限公司(BCIA)（中国/北京空港/
中国政府(65%),パリ空港公団(9.99%),香港証券市場で
流通(25.01%)）

・Airports of Thailand Public Co Ltd（タイ/バン
コク空港など/財務省(70%)06年9月29日時点/02年9月公
団→政府全額出資の株式会社,04年3月上場) 

・Malaysia Airports Holdings Berhad (MAHB)
（マレーシア/クアラルンプール空港など/91年
Department of Civil Aviation から分離,99年上場/政府出
資投資会社(72.74%),従業員持株会(2.68%)）

・Flughafen Zürich AG(Unique)（スイス/チュー
リッヒ空港/チューリッヒ州(45.6%),チューリッヒ市
(5.38%)）
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民営化された空港運営事業の例

○ 空港運営主体について株式上場・民営化した最初の事例は、英国のＢＡＡ（１９８７年）
○ その後、オーストラリア、ドイツ、中国、タイ、マレーシア等においても、株式上場・民営化が進展。

国 名 イギリス オーストラリア ドイツ デンマーク

代表的会社
British Airports Authority public limited 

company

英国内のヒースローなど７空港
（ブダペストなど国外空港も運営）

経緯等
’86年、空港法を制定し、英国空港公団
の資産をBAAが承継。’87年、株式上場
し、全政府保有株を売却。

’96年空港法により、シドニー空港など18
空港をリース（99年間）。１の会社によ
る複数空港リース不可。大臣の承認を得
て、リースの権譲渡可。

主として州政府が空港を整備・管理。
連邦政府はフランクフルトなど５空港
に出資。デュッセルドルフ(’97)、ハー
ノバー(’98)、ハンブルク(’99)、フラン
クフルト(’01)空港、株式上場。

‘90年100%政府保有で会社化。’94年に
株式上場。政府保有は75%に低下。
‘96年に政府保有株を24%放出し、保
有比率は51%まで低下。’00年に政府
保有分17%を追加放出。

年間売上高
約4,780億円

（ヒースロー単体で2190億円）
約500億円 約2820億円 約480億円

フェロビアル（西）等の

コンソーシアム：

93.28％（’06年７月24日）

’87年、上場。 ’06年、上場廃止。

資本規制
特になし（黄金株、大量保有制限
(15％)は’03年～’04年に廃止）

外国株主は49％まで
航空会社は５％まで

主要空港間の持ち合いは15％まで

特になし（少なくとも’11年までは州
及び市で過半数を保有する合意あり）

特になし

料金規制

・プライスキャップ制（ヒースローな
ど４空港）

・料金伸び率＝RPI(小売物価指数)±X
・規制範囲：着陸料、駐機料、旅客施
ＰＰＰＰＰ 設利用料など

・競争委員会(CC)の勧告を受けて５年
毎に見直し

・シドニーなど７空港は、競争消費者委
員会(ACCC)による監視制（委員会が定
期的に料金を監視、報告書を公表）

・’01’～02年の規制緩和により、プライ
スキャップ制から監視制に

・ヘッセン州経済運輸開発省による
承認

・総括原価＋適正利潤（資本コスト）
方式により審査

・デンマーク政府運輸省による認可制
（Tariff Regulationによって着陸料、
旅客施設使用料、駐機料が決められて
いる）

事業計画規制

・５年毎のプライスキャップの見直し
時に、CAAやCCにより事業計画も審
査される。

・例えば、Terminal5の事業費の一部
をカバーするため、‘04-’08年のプライ
スキャップは+6.5％と値上げを容認

・基本計画の認可

・工事実施計画の認可

・環境戦略の認可

・会計、空港サービス水準のACCCへの
報告義務、ACCCによる報告書の公表

特になし

執行役員会が、翌年度と中期(５ヵ年)
の事業計画について、経営監視委員会
（株主10名、経営者10名）の承認を得
る。

特になし

Sydney Airports Corporation Ltd. Fraport

空港名 シドニー空港
フランクフルトなど４空港
（リマなど国外空港も運営）

コペンハーゲン空港など２空港
(ニューカッスルなど国外空港も運営)

Copenhagen Airports A/S

株主構成

マッコーリー金融グループ（豪）：63％
フェロビアル（西）：21％
ホッチエフ空港建設（独）：10％
オンタリオ教員年金基金（加）：５％

ヘッセン州：31.8％
フランクフルト市：20.3％
ルフトハンザ航空（独）：9.1％
ドイツ連邦政府：6.6％

マッコーリー（豪）：53.4％(05年TOB)
デンマーク政府：39.2％
外国機関投資家：5.5％
国内機関投資家：1.9％

株式上場 未上場 上場 上場
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ＢＡＡ及びフェロビアルの概要

ＢＡＡの概要と沿革

＜沿革＞

・１９８６年８月：空港法を制定し、空港公団の資産をＢＡＡ
が承継。

・１９８７年７月：株式上場。全政府保有株を売却し、完全民
営化。ただし、政府は黄金株を保有し、定款により大口株式保
有（１５％）を制限。

・２００３年５月：欧州裁判所がＢＡＡの黄金株はＥＵ条約違
反と判示。

・２００３年１０月：英国政府が黄金株を消却。

・２００４年７月：定款を変更し、株式保有制限を撤廃。

＜概要＞

・世界最大の空港運営会社

・英国内で７空港、その他英国外の空港も運営

・旅客数 約１億４５００万人、発着回数 約１３２万回

＜財務指標＞ （２００５年度）

・営業収益 約４７８０億円 ・総資産 約３兆１９３０億円

・営業利益 約１４１０億円 ・純利益 約８５５億円

＜営業収益構成比率＞

・航空収入 ４１％

・非航空収入 ５９％

フェロビアル社の概要

＜概要＞

・事業内容：建設、インフラ、不動産開発、サービス

・海外拠点：１１カ国（英、イタリア、米、カナダ、豪州など）

・空港運営の実績：２００１年から空港運営の進出。ブリストル、
ベルファスト（英国）、シドニー（豪州）、アントファガスタ
（チリ）の運営に参画。また、世界４０カ国１７０の空港で運営
実績があるスイスポート（空港ハンドリング会社）を傘下に収め
ている。

・従業員数：約５万７千人

＜財務指標＞ （２００５年度）

・営業収益 約１兆２５８０億円 ・総資産 約３兆円

・営業利益 約１２２０億円 ・純利益 約５８２億円

＜営業収益構成比率＞

（事業セグメント別）

・インフラ ３４％ ・建設 ２４％

・サービス ２４％ ・不動産開発 １８％

（地域別）

・スペイン ４４％ ・英国 １２％

・他の欧州地域 ２２％ ・米国、カナダ １６％

＜株主構成＞

・機関投資家（年金ＦＤ等）８７％

・個人投資家 １３％
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＜２００６年２月＞
・２月８日、スペイン企業フェロビアル社（インフラ建設運営会社）がＢＡＡの買収を検討している旨を公表。
・これを受けてＢＡＡの株価は１８％上昇し、１株６.３７ポンド（約１２４０円）から７.７ポンド（約１５００円）となり、株式時価
総額は６８億ポンド（約１兆３６００円）から８０億ポンド（約１兆６０００億円）となった。

＜２００６年４月＞
・４月２０日、フェロビアル社を中心とするコンソーシアムが１株８.１ポンド（約１７１０円）による株式公開買付（ＴＯＢ）開始。

＜２００６年５月＞
・５月３日（ＴＯＢ開始後１３日目）、ＢＡＡの取締役会がＴＯＢに反対である旨を株主に通知。

＜２００６年６月＞
・６月６日（ＴＯＢ開始後４７日目）、コンソーシアムが１株９.５０２５ポンド(約２０００円)（株式価値では約１０１億ポンド（約２
兆１３００億円））にＴＯＢ条件を変更し、同日、ＢＡＡも受け入れを表明し、株主に対してＴＯＢに賛成である旨を通知。
・６月２６日（ＴＯＢ開始後６７日目。６月６日の両者合意を受けて監督機関が期限延長）、コンソーシアムがＢＡＡ株式総数の８３.３
７％を取得し、ＴＯＢ成立。

＜２００６年７月＞ ＜２００６年８月＞
・７月２４日、コンソーシアムはＢＡＡ株式総数の約９３％を取得。 ・８月１５日、ＢＡＡ上場廃止。

フェロビアルによるＢＡＡ買収の経緯

・フェロビアル(64％)、Caisse de depot et placement du Quebec(26％)、
The Government of Singapore Investment Corporation (10％)で構成

・ 資金調達の内訳は、株主資本が約４０億ポンド（約８８４０億円）、銀行
からの借入等が約６７億ポンド（約１兆４７４０億円）

コンソーシアムの概要

英国政府との関係

フェロビアル社は、以下の事項を英国政府に対して表明。

１．買収後も安全を最優先、雇用の維持、航空会社や旅客のサービス向上に努力

２．ＢＡＡを長期的に保有

３．英国の白書に記載された方針に沿って英国内の空港容量拡充に努力

４．ＢＡＡの英国内７空港を一体として保有 等

英国のＴＯＢ（株式公開買付）制度

・ＴＯＢ開始後６０日以内に５０％超の応募を集める必要

・ＴＯＢ対象会社の取締役会は、ＴＯＢ開始後１４日以内にＴＯＢに対する賛否
を株主に対して表明。

・ＴＯＢ条件の変更は可能。

ＢＡＡの株価の推移

上場廃止

買収関連の動きが生じる直前の株価
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